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３ 中小企業経営支援費 事 業 内 容

企業の経営課題に即した最適かつ総合的な支援を展開

し、中小企業等の成長・発展を支援します。

 また、市内ものづくり産業の振興と中小企業の技術力

や経営基盤を強化するための支援とともに、小規模事業

者を対象とした支援を実施します。

さらに、研究開発の支援や産学官連携、企業間連携の

促進等により、本市経済の持続的な発展につなげます。 

本  年  度
万円

11億 1,996 

前  年  度
万円

7億 7,453 

差   引
万円

3億 4,543 

財

源

内

訳

国 ・ 県
万円

  － 

市   債
万円

  －

そ の 他
万円

1億 848 

一般財源
万円

10億 1,148 

１ 中小企業経営総合支援事業費《拡充》   5億 7,119 万円（5億 952 万円） 

中小企業支援センター【※】であるＩＤＥＣ横浜を通じ、市内中小企業の経営を支援します。ま

た、ＩＤＥＣ横浜及び横浜市が保有・運営する施設について、具体的な利活用に向けた調整を行

い、保有施設の適正化を進めます。

【※】中小企業支援法にもとづき、都道府県・政令市に中小企業支援センターを１団体指定できるもので、 

横浜市ではＩＤＥＣ横浜を指定しています。 

(1) 中小企業への基礎的支援事業《拡充》   2億 9,726 万円（2億 8,680 万円） 

中小企業支援センターとして、相談対応、コンサルティング、セミナー、情報発信等の基礎的

支援を行い、中小企業・小規模事業者の経営基盤の強化に繋げます。また、中小・小規模事業者

への訪問支援の実施や、中小企業の商品やサービスの魅力を高めるためのデザイナーによる相

談・セミナーを実施します。

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

(2) 産業関連施設等の活用推進《拡充》             2億 7,362 万円（１億 7,601 万円）

入居者及び利用者の安全確保を目的として老朽部分の修繕や設備更新を実施するほか、施設の

機能維持等を図ります。 

(3) 中小企業向け情報発信事業   31 万円（36 万円） 

多様で柔軟な働き方や、災害対応力向上等に関する取組を行う市内中小企業を支援するため

に、セミナー等を開催します。また、セミナー等の開催後もＩＤＥＣ横浜によるフォローを実施

します。 

さらに、ＬＩＮＥやメールマガジンにより市内事業者に支援情報を届けます。 
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＊終了事業 

 横浜金沢テクノコア管理事業     －万円（2,116 万円） 

  公有不動産鑑定の実施    －万円  （320 万円） 

工業技術支援事業     －万円（2,200 万円） 

＊統合事業 

小規模事業者出張相談事業（中小企業への基礎的支援事業に統合）   －万円（1,300 万円） 

《参考》６年度２月補正事業（７年度繰越） 

貨物運送事業者燃料価格高騰等対策支援事業   1億 720 万円 

燃料価格の高騰や、トラックドライバーの時間外労働規制（いわゆる「物流の2024 年問

題」）、人口減少に伴う労働力不足などにより厳しい経営環境にある中小貨物運送事業者に対

し、地域経済や市民生活を支える重要なインフラである物流を維持・確保する観点から支援しま

す。 

・対象者：貨物運送事業を行う市内中小事業者

・補助額：１事業者あたり10 万円

２ 事業継続支援事業費 281 万円（331 万円） 

経営者の高齢化や後継者不足等の課題を踏まえて、中小企業の状況や段階に応じた幅広い相談

内容に対応し、オンラインも積極的に活用しながら円滑な事業承継の取組を支援します。 

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

３ 地域貢献・健康経営企業支援事業費  890 万円（1,047 万円） 

働きやすい職場づくりや、健康経営®、地域に貢献しながら経営に取り組む企業を認定・認証 

し、さらなる成長・発展を支援します。 

(1) 地域貢献企業支援事業                             757 万円（897 万円）

「横浜型地域貢献企業」の認定・更新に係る外部評価や、認定企業の取組を支援する講習会等

を実施します。 

また、認定企業の更なる取組内容の向上のため、専門家によるフォローの実施や、認定企業間

をつなぎ、地域貢献を深める交流会を実施していきます。 

さらに、本制度の発展のため、認定への挑戦を促す登録制度である「よこはま地域貢献宣言企

業」の周知や、認定企業の中でも特に模範的な取組を行う企業を表彰する制度である「プレミア

ム企業表彰」を目指す企業を対象とした支援を行うことで、市内企業に地域貢献活動を促してい

きます。                                                        《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

本制度や認定企業の認知度向上のため、区と連携した地域へのＰＲや、プレミアム企業などの

表彰企業における具体的な取組事例の紹介等を市庁舎や各種イベントなどで展示、広報を行い、

制度の魅力を発信します。 

(2) 横浜グランドスラム企業表彰プロモーション事業 43 万円（50 万円）

本市が実施する４つの認定・認証（横浜型地域貢献企業、よこはまグッドバランス企業、横

浜健康経営認証、横浜市ＳＤＧｓ認証制度“Ｙ－ＳＤＧｓ”）を全て取得した企業を表彰する、

「横浜グランドスラム企業表彰」において、取組事例の紹介等により、表彰企業や制度の魅力

を発信するためのプロモーションを行います。
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(3) 健康経営推進事業                              90 万円（90 万円）

従業員等の健康増進に戦略的に取り組み、生産性の向上や従業員定着率向上に寄与する「健康

経営」を、市内中小企業に対して、民間企業と協働して普及啓発します。

企業集積地の３か所（新横浜・金沢・横浜）に設置した健康経営支援拠点と連携し、市内中小

企業の健康経営の取組を支援します。また、健康経営に取り組む事業所を横浜市が独自に認証す

る「横浜健康経営認証」制度を健康福祉局と連携して運営します。

＊統合事業

  認定企業プロモーション事業（地域貢献企業支援事業に統合）    －万円（10 万円）

４ 横浜商工会議所中小企業支援事業補助金 《拡充》   7,000 万円（6,000 万円） 

横浜商工会議所による市内の中小・小規模事業者に寄り添った伴走型の支援を行う相談事業や

企業の人材確保、ＧＸ・ＤＸの取組への支援を強化することにより、企業の事業継続に向けた課題

解決を支援します。

５ 中小企業脱炭素化取組支援事業費 《拡充》  5,425 万円（2,700 万円） 

自社の脱炭素化の取組を宣言していただく「脱炭素取組宣言」をきっかけに、更なる脱炭素化の

取組を後押しします。また、省エネ診断の受診費用の補助を行うほか、脱炭素経営専門相談窓口の

設置など、積極的な取組をサポートすることで脱炭素化の行動変容を促します。また、温室効果ガ

ス排出量削減に向けた計画策定など伴走型の支援を実施するほか、より効果的な事業推進に向け

た調査検討を行います。 

さらに、宣言事業者が自社の脱炭素化の取組を可視化し、ＰＲできるようステッカーを配付す

ることで、中小企業の脱炭素化への意欲を向上させるとともに、経済団体と連携し、広く制度の普

及啓発を行い、企業の持続的な成長及び発展を支援します。 

６ ものづくり成長力強化事業費《拡充》   3億 3,914 万円（2億 9,551 万円） 

ものづくりに取り組む市内中小企業の成長力強化に向け、新技術・新製品の研究・開発や知財活

動を支援するとともに、脱炭素化やデジタル化に向けた設備投資、販路開拓に係る支援を実施しま

す。

(1) 中小企業新技術・新製品開発促進助成事業《拡充》    3,175 万円（3,119 万円） 

中小企業の積極的な新技術・新製品開発を支援するため、原材料・副資材、機械装置等の購入

費や産業財産権経費等、研究や開発に取り組むための経費を助成します。 

(2) 販路開拓支援事業《拡充》   386 万円（303 万円） 

優れた商品を持つ市内中小企業に対して、販路開拓に向けた行政現場でのモニターや新たに販

売促進費用の助成などの支援を行います。 

助成限度額：15万円、助成率：２/３
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(3) カーボンニュートラル設備投資助成事業《拡充》 2億 7,899 万円（2億 2,900 万円） 

中小企業のエネルギー価格高騰対策及び脱炭素化を支援するため、省エネルギー化に資する設

備と太陽光発電設備の導入に係る費用を助成します。

ア 省エネルギー化に資する設備投資に対する助成

（省エネ導入コース）

助成限度額：30万円、助成率は対象設備による 

（省エネ診断受診コース） 

助成限度額：300万円、助成率：１/２ 

イ 自家消費型の太陽光発電設備や蓄電システムの導入費用に対する助成

助成限度額：500万円、発電出力 1kWあたり最大 10万円

(4) 中小企業デジタル化推進支援事業    1,600 万円（2,620 万円） 

中小企業等の人手不足解消と生産性向上を支援するため、新たに社内デジタル人材育成のため 

の講座の開催や、専門家の訪問により企業のデジタル化の課題解決に取り組む伴走支援を行いま 

す。また、デジタル化に資するシステムや IT設備等の導入に係る費用を補助します。 

ア デジタル人材育成支援

社内デジタル化につながる様々なテーマの講座を３回程度のシリーズで開催

イ デジタル化の専門家による伴走支援

専門家が個別経営課題を把握し、課題解決の技術的な方法等を提案書にまとめて提示

支援内容：５社程度、５回（上限）訪問とアフターフォロー

ウ 中小企業デジタル化推進支援補助金

補助限度額：100万円、補助率：１/２

(5) 横浜知財みらい企業支援事業                             435 万円（285 万円）

知的財産の活用に向けた取組を促進するため、独自の技術やノウハウ等の知的財産を活かした

経営に取り組む企業を「横浜知財みらい企業」として認定し、国の関係機関等と連携しながら、

知財専門家派遣や相談窓口でのアドバイスやセミナーを通じて、特許や営業秘密など知的財産の

保護や管理、活用のための支援を行っていきます。  

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 
   また、知的財産の活用に向けた取組を促進するため、「横浜知財みらい企業」に対して知的財

産取得や知的財産に係るコンサルティングの助成を行います。

助成限度額：15万円、助成率：１/２ 

(6) きらりと光る産業技術表彰《新規》   245 万円（-万円） 

 第 88回九都県市首脳会議が横浜で開催されることに伴い、「令和７年九都県市のきらりと光る

産業技術表彰」を運営します。 

(7) その他事務費   174 万円（174 万円） 

＊統合事業 

知的財産活動助成金（横浜知財みらい企業支援事業に統合）   －万円（150 万円） 
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７ ものづくり経営基盤強化事業費 7,099 万円（8,202 万円） 

  経営環境が厳しく変化するなか、横浜の産業の根幹である製造業をはじめとした市内中小企業

における企業間連携の促進やビジネスチャンスの創出、工業集積の維持・活性化、人材確保・育成

を支援し、経営基盤の強化を図ります。 

(1) ものづくりコーディネート事業   2,756 万円（2,756 万円） 

ＩＤＥＣ横浜のコーディネーターと連携して、中小企業の脱炭素化に向けた普及啓発と更なる

取組の促進・深化に向けた支援を実施するため、脱炭素化・デジタル化をはじめ幅広い技術課題

の相談に対応し、企業の状況に応じた情報提供を行います。

また、新たなビジネス機会の創出に向け、国の関係機関や金融機関と連携し、企業間や大学等

とのマッチングを進めます。  

 《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

(2) 工業技術見本市開催事業                        900 万円（900 万円）

中小企業の技術・製品の販路拡大、ビジネスチャンスの創出、自社製品・技術の発表の場とし

て、工業技術見本市「テクニカルショウヨコハマ 2026」を開催します。その中で、付加価値の高

いものづくりに取り組む市内中小企業を応援する「横浜ものづくりゾーン」を設置します。

(3) 受発注商談支援事業   254 万円（254 万円） 

中小企業の受発注取引促進のため、九都県市合同商談会等の開催や相談業務等を行います。

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜、(一社)横浜市工業会連合会》 

(4) 横浜産貿ホール等の施設管理                      512 万円（1,594 万円）

横浜産貿ホール等の土地・建物を（一社）横浜市工業会連合会に貸し付け、効率的な管理を図

ります。また、横浜産貿ホールの横浜市所管部分の補修費及び産業貿易センタービルの防犯警備

システム更新に係る費用の一部を負担します。 

(5) 工業団体活動支援事業                       1,185 万円（1,185 万円）

中小製造業を中心として、本市の工業施策を展開する上で重要な役割を担っている（一社）横

浜市工業会連合会の活動を支援します。また、市内企業に勤務する永年勤続従事者及び工業団体

役員等に対して、市長表彰を実施します。 

(6) 工業集積地活性化事業・操業環境確保 4 万円（24 万円） 

工業集積地で、地域の事業者・工業団体等が行う工業集積地活性化に向けた取組への支援や、

共同住宅施工主への建築指導等を通じて、企業の操業環境の維持・向上を図ります。 

(7) ものづくり魅力発信事業                        295 万円（295 万円）

ものづくりの魅力を発信し、人材の育成につなげるために、小学生向けのワークショップイベ

ントや、横浜発祥のコマ大戦の開催を支援します。また、地域工業会等が行う研修などの人材育

成や環境整備の取組を支援し、地域工業会の活性化を図ります。 

(8) ＬＩＮＫＡＩ横浜金沢活性化推進事業   140 万円（140 万円） 

金沢臨海部にある産業集積エリアでは、「金沢臨海部産業活性化プラン」に基づき、「テクニカ

ルショウヨコハマ」へのブース出展など地域の魅力を発信する取組を支援します。
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(9) 中小企業人材確保支援事業                            600 万円（600 万円）

多くの求職者が登録しているサイト運営企業と連携し、中小企業と求職者とのマッチングを進

めます。７年度は、求人票作成支援や採用までのきめ細かなフォローなど企業の採用力向上につ

なげるための支援を新たに実施します。

(10) ものづくり人材育成支援事業                         454 万円（454 万円）

（一社）横浜市工業会連合会と連携して高校生等を対象とした「工場見学」や「出前講座」、

企業と学校の担当者による「就職に関する懇談会」等を実施することで、ものづくり人材の育成

を支援します。 

８ 減債基金積立金  269 万円  (270 万円) 

「社団法人横浜市工業会連合会貸付金」の元利償還額を減債基金に積み立てます。 
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４ 中小企業金融対策費 事 業 内 容

中小・小規模事業者が事業資金を円滑に調達できるよ

う、横浜市信用保証協会及び取扱金融機関と連携して融

資事業を実施します。国の信用補完制度に基づき、金融

機関による融資を補完する役割を果たしています。横浜

市は、事業者ニーズに即した融資メニューを提供するほ

か、信用保証料助成や代位弁済に対する補助等を行い、

金融円滑化を図ります。

また、中小企業信用保険法に基づくセーフティネット

保証の認定業務を行い、中小・小規模事業者の経営安定

化を図ります。 

本  年  度
万円

436億 2,644 

前  年  度
万円

740億 8,296 

差   引
万円

△304億 5,653

財

源

内

訳

国 ・ 県
万円

－

市   債
万円

－

そ の 他
万円

432億 3,672 

一般財源
万円

3億 8,972 

１ 中小企業融資事業費 435億 4,287 万円（740億 6,424 万円） 

＜融資枠：1,400億円(1,400億円)＞ 

  中小・小規模事業者の資金繰り支援に万全を期すため、これまでの利用実績やニーズなどを踏

まえて十分な融資枠を確保します。また、「経営支援資金」を創設し、資金繰りの改善を後押し

するとともに、脱炭素化への取組や、スタートアップの資金調達等を支援する融資メニューを引

き続き実施し、中小・小規模事業者の成長・発展に向けた資金需要にも対応します。 

  なお、基準金利上昇に合わせ、本市制度融資についても金利を引き上げます。 

＜主な新規・拡充内容＞ 

●経営改善・事業再生に向けた資金繰り支援

「経営支援資金」

売上高や利益率が減少している方、セーフティネット保証を利用した方や経営改善・事業再

生に取り組む事業者の資金繰りを支援します。 

●脱炭素化支援

「振興資金・協調融資資金・小規模企業特別資金（脱炭素割）/脱炭素よこはま資金/脱炭素よ

こはま資金ミニ/経営支援資金(宣言割)」 

温室効果ガス排出量の見える化等を行った方が利用できる「脱炭素割」等により、資金繰り

支援を通じて、脱炭素化の取組を支援します。 

●事業承継支援

「事業承継資金」

信用保証料助成の対象となる融資額の上限をなくすことで、不安定になりがちな事業承継

時の資金繰りを一層、支援します。
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(1) 中小企業制度融資事業 428億 7,200 万円（730億 5,400 万円） 

取扱金融機関に対して融資原資の一部を無利子で預託することにより、長期・固定で、低利

の融資を実施します。 

(2) 信用保証料助成事業  4億 6,258 万円（5億 3,712 万円） 

借入時の負担軽減を図るため、中小・小規模事業者が横浜市信用保証協会へ支払う「信用保

証料」を助成します。 

(3) 信用保証促進事業《拡充》                1億 4,061 万円（1億 2,322 万円） 

信用保証の促進を図るため、横浜市信用保証協会が行った本市制度融資分の代位弁済に対し、

国の信用保険制度で賄われない残額の一部を補助します。 

(4) 中小企業災害対策特別資金利子補給事業 6,225 万円（7,949 万円） 

元年の台風第 15 号・19 号によって被災した中小・小規模事業者の復旧・復興を後押しする

ため、本市制度融資「台風第 15号対策特別資金（セーフティネット保証４号型を含む）」及び

「台風第 19号対策特別資金」を利用する中小・小規模事業者で、直接被害を受けた方が支払う

利子を補助します。 

(5) 金融事務費  543 万円（543 万円） 

 ＊終了事業

新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給補助金事業    －万円（2億 6,498 万円） 

２ 中小企業経営安定事業費  357 万円（357 万円） 

引き続き、オンラインによるセーフティネット保証の認定申請の受付を実施します。

３ 産業活性化資金融資事業費   8,000 万円（1億 5,900 万円） 

既存分の融資残高に応じた預託額を、実施主体の（公財）横浜企業経営支援財団を通して、取

扱金融機関に預託します。なお、平成 23年度に新規貸付を廃止しました。 

＊終了事業

資本性借入金促進事業   －万円（6 万円） 
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５ 市民経済労働費 事 業 内 容

地域経済の活力を維持・向上させ、地域コミュニティ

の核としての役割を担う商店街の活性化に向け、プレミ

アム付商品券の発行支援により消費喚起を図るととも

に、集客や地域の交流につながるイベント開催など、商

店街のにぎわいを促進します。また、課題解決に向けた

取組や安全・安心な買い物環境の整備を支援します。

また、市民の皆様の安全で安心な消費生活の実現を図

るための各種事業や就労支援に関する各種事業、職業訓

練及び技能職振興等の事業を実施します。

本  年  度
万円

16億 8,168 

前  年  度
万円

12億 5,307 

差   引
万円

4億 2,861 

財

源

内

訳

国 ・ 県
万円

1億 8,497 

市   債
万円

  － 

そ の 他
万円

3億 7,247 

一般財源
万円

11億 2,423 

１ 商店街プレミアム付商品券支援事業費《拡充》   2億 8,900 万円（1億 9,850 万円） 

物価高騰等に直面する市民を支援し、地域経済を活性化するため、商店街がプレミアム付の 

商品券を発行する経費を補助します。特に、電子商品券による商店街のデジタル化へのチャレ 

ンジを後押しします。 

対 象 者：商店街、区商店街連合会等 

補助率 補助限度額 

紙の商品券（※） 事業費 10/10 200万円から 300万円 

事務費 3/4 35万円から 50万円 

電子商品券（※） 事業費 10/10 400万円又は 500万円 

事務費 3/4 150万円又は 180万円 

広域電子商品券 事業費 10/10 12,000万円 

事務費 3/4 4,000万円 

  （※）紙の商品券と電子商品券については、参加店舗数に応じ補助限度額を設定 

２ 商店街ブランド力向上支援事業費《拡充》    1億 5,385 万円（5,042 万円） 

(1) 商店街にぎわい促進事業《拡充》 1億 1,000 万円（１億 800 万円） 

  物価高騰等の影響を受けている商店会等に対し、市内外から人を呼び込むための広報活動や 

イベント、販促セールなど、来街促進につながる取組を支援します。 

対 象 者：商店街、区商店街連合会 

助 成 率：１/２ 

助成限度額：会員店舗数に応じ 55 万円から 1,100 万円 
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(2) 商店街活性化イベント助成事業 2,750 万円（3,250 万円） 

商店街が実施する地域内の交流や賑わいを創出するイベントを支援します。

対 象 者：商店街、区商店街連合会、実行委員会 

助 成 率：１/２ 

助成限度額：25万円又は 50万円（複数商店会で申請した場合） 

(3) 空き店舗対策等個店支援事業  1,340 万円（1,390 万円） 

ア 空き店舗開業助成事業 690 万円（690 万円） 

商店街の空き店舗の活用に向け、空き店舗の開業に伴う初期費用等を支援します。 

また、開業者の安定的経営に資するための相談を実施します。 

対 象 者：開業者 

助 成 率：１/２ 

助成限度額：30万円又は 50万円（特定の条件を満たした場合） 

イ 小規模事業者店舗改修助成事業 500 万円（500 万円） 

業務改善を目的として、小規模事業者が行う店舗改修を支援します。

対 象 者：市内に店舗があり、創業後１年を経過している小規模事業者

助 成 率：１/２

助成限度額：20万円

ウ 繁盛店づくり支援事業 150 万円（200 万円） 
大型店等の商業施設と連携し、商店街の店舗が催事等に出店する場を創出することで、新た

な顧客の獲得や販売ノウハウを学ぶ機会を提供するとともに、商店街の個性豊かな店舗を幅広

くＰＲし、来街者の増加につながるよう支援します。 

(4) その他事務費等  295 万円（402 万円） 

３ 商店街つながり・連携促進事業費   2,370 万円（2,370 万円） 

(1) 商店街原動力強化支援事業《拡充》 720 万円（620 万円） 

商店街と地域とのつながりの強化、組織体制の強化、担い手不足、デジタル活用、施設管理な

ど、商店街に対する伴走支援として、専門家の派遣やセミナー開催を行います。 

(2) 商業活動等支援事業   1,650 万円（1,750 万円） 

ア 一般社団法人横浜市商店街総連合会が実施する商店街活性化事業に対する支援

1,350 万円（1,450 万円） 

一般社団法人横浜市商店街総連合会が実施する情報発信等各種事業や商店街活性化を目的

とした活動に対して支援します。

イ 横浜ファッション振興事業 100 万円（100 万円） 

地場産業である横浜スカーフのＰＲ事業、ファッション関連事業に対して支援します。 

ウ 区局事業者等連携事業   200 万円（200 万円） 

地域特性や強みを生かした商店街の魅力アップを効果的に進めるため、各区と連携し、多様

な視点で商店街の活性化を支援します。 
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４ 明るい買い物環境支援事業費 《拡充》  1億 495 万円（8,048 万円） 

(1) 商店街ハード整備支援事業《拡充》  1億 392 万円（7,848 万円） 

ア 商店街環境整備支援事業《拡充》   7,392 万円（4,216 万円） 

商店街の街路灯等施設の老朽化や自然災害の影響による破損など、緊急性の高い課題への対

応を迅速に支援します。 

また、街路灯やアーケードの修繕・撤去、防犯カメラ設置等、商店街が取り組む安全な買い

物環境の整備を支援します。 

助 成 率：１/２ ほか 

助成限度額：400万円 ほか 

イ 安全・安心な商店街づくり事業   3,000 万円（3,632 万円） 

安全・安心な地域づくりのため、防犯パトロールを実施している商店街が維持管理する街路 

灯の電気料金等を支援します。 

助 成 率：１/２

助成限度額：50万円

(2) 大規模小売店舗立地法運用 103 万円（200 万円） 

大規模小売店舗立地法に基づく手続や審議会の運営等を通じ、地域特性や出店地の実情を踏ま

えた上で、設置者に対して、周辺地域の生活環境への適切な配慮を促します。 

５ 消費生活総合センター運営事業費《拡充》 3億 584 万円（2億 8,012 万円） 

 市民の皆様の安全で快適な消費生活を推進するため、消費生活相談員による相談事業等を行う、

横浜市消費生活総合センターを運営します。また、全国共通の消費生活相談システムの見直しに合

わせたネットワーク環境の整備を進めます。 

６ 横浜市消費者協会補助事業費    851 万円（851 万円） 

  横浜市の消費者行政促進のために設立された団体である、公益財団法人横浜市消費者協会の運

営に関する経費の一部を補助します。

＜施設の概要＞ 

所在地   港南区上大岡西一丁目 6番 1号(ゆめおおおかオフィスタワー４・５階) 

施設規模  鉄筋コンクリート造、地下３階地上 26階建ての４階・５階の各一部を占有（区分所有） 

施設面積専有延べ床面積 925.86㎡ 

施設内容  相談室、商品テスト・実習室、展示・情報資料室、会議室（３室） 

指定管理者 (公財)横浜市消費者協会 

指定期間  ４年４月１日から９年３月 31日 

横浜市消費生活総合センターが行う業務 

・ 消費者教育に関すること

・ 消費生活に関する相談及び苦情の処理等に関すること

・ 商品テストその他商品の実習に関すること

・ 消費生活に関する情報の取集及び提供に関すること

・ 消費者の主体的な活動のための施設の提供に関すること 等
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７ 消費生活審議会運営事業費  95 万円（123 万円）  

消費者を取り巻く環境の変化や国及び県の動向を踏まえて、消費生活に関する重要な事項につい

て調査・審議等を行う、消費生活審議会を運営します。

８ 消費者行政推進事業費《拡充》    1,856 万円（1,706 万円） 

(1）消費者教育事業                                            1,096 万円（1,108 万円） 

消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため、学校向け出前講座の実施や、ＳＮＳ動画広告等

による悪質商法に関する啓発・相談窓口の周知など、幅広い世代の方々への消費者教育・啓発を

実施します。また、民間事業者や福祉分野、警察等の関係機関と連携しながら、多様な手法・媒

体による啓発を進めます。 

（2）地域向け消費者対策事業《拡充》                   733 万円（570 万円） 

 消費者自身の主体的活動・交流・見守りによって、消費生活に関する知識・情報の普及と消費

者被害の未然防止を図るため、「消費生活推進員」を委嘱し、地域における安全で快適な消費生活

を推進します。また、経済局・区・消費生活総合センター等で連携を密にして、全市一律で消費

者被害の未然防止に取り組みます。 

（3）事業者指導等                              27 万円（28 万円） 

横浜市消費生活条例に基づき、不当な取引行為を行う事業者に対して、指導等を行います。 

９ 計量検査業務費《拡充》    3,584 万円 （3,575 万円） 

  計量法の規定に基づき、取引又は証明に使用する計量器（はかり）の定期検査を委託により実施

します。また、スーパーマーケット等で内容量を表示して販売している生鮮食料品等について、実

際の計量値が相違していないかを調べる商品量目立入検査を実施します。

10 就職支援事業費 1,120 万円（2,089 万円） 

(1) 外国人就職支援事業《新規》                                   200 万円（－万円）

市内企業での外国人の採用や育成における課題を明らかにし、必要な支援を把握するため、市

内企業へのアンケートや個別ヒアリングなどによる調査・研究を行っていきます。

(2) 合同就職面接会《拡充》     920 万円（230 万円） 
ハローワーク等と連携した対面式の合同就職面接会の実施により、求職者と市内中小企業等の

採用担当者との面談の場を引き続き提供します。

  また、地域就職氷河期世代支援加速化交付金の終了に伴い、６年度までの就職サポートセンタ 

ー機能を改変し、面接会を入口として来場者等で個々の支援が必要な人に対する支援を行い、就職 

を促進していきます。 

＊終了事業 

横浜市就職サポートセンター事業   －万円（1,859 万円） 

11 職業訓練事業費   1億 6,532 万円（1億 7,518 万円） 

 職業訓練事業《拡充》                   1億 6,532 万円（1億 6,360 万円） 

一般の離職者やひとり親家庭の親等を対象とした職業訓練を引き続き実施します。 

[７年度 債務負担設定（新規） 限度額：1,200万円（８年度）] 

・合計定員：660人（うち、ひとり親家庭の親等の優先枠 169人）
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＊終了事業 

  職能開発総合センター管理運営事業   －万円（1,158 万円） 

12 技能職振興事業費  804 万円（833 万円） 

市民の皆様の生活・文化に寄与する、手仕事・手作業を中心とした職である技能職の振興を図り

ます。 

(1) 横浜マイスター事業                              393 万円（393 万円）

卓越した技能を持ち、後進育成への意欲を有する技能職者を「横浜マイスター」に選定し、そ

の活動等を通じて、技能職全体の振興を図ります。 

(2) 技能職者表彰   46 万円（52 万円） 

長年同一の職業に従事し、技能の優れた技能職者を表彰します。

(3) 技能職団体等活動支援    365 万円（388 万円） 

技能職団体等による技能職振興に向けた各種活動を補助金等により支援します。 

13 勤労行政推進事業費等   3億 5,921 万円（3億 5,962 万円） 

  市内の勤労者の皆様が健康で安心して働くための生活資金の確保や各種の勤労福祉団体等の活

動支援などを行います。 

(1) 勤労行政の推進   921 万円（962 万円） 

(2) 勤労者生活資金預託金  3億 5,000 万円（3億 5,000 万円） 

14 シルバー人材センター助成事業費   4,000 万円（4,265 万円） 

概ね 60歳以上の高齢者に対する臨時的・短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機

会の確保及び提供等により、社会参加の推進を図り、高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づ

くりに寄与するため、公益財団法人横浜市シルバー人材センターに対し、助成等を行います。 

15 技能文化会館管理運営事業費《拡充》  1億 5,672 万円（1億 4,915 万円） 

  技能職の振興、雇用による就業の機会の確保並びに勤労者の福祉の増進及び文化の向上を図る

ため、横浜市技能文化会館を管理・運営します。 

(1) 指定管理料等《拡充》   1億 5,013 万円（1億 4,306 万円） 

(2) 設備の修繕・更新等（業務委託により実施）《拡充》  360 万円（327 万円） 

(3) 予約システム運営費《拡充》 204 万円（194 万円） 

(4) キャッシュレス決済運用費    81 万円 （88 万円） 

(5) 指定管理者選定評価委員会開催経費（委員会開催に伴う関連費用）《新規》   15 万円 （－万円） 

＜施設概要＞ 所在地   中区万代町２－４－７ 

開設年月日 昭和 61年４月 

敷地面積  1,454.59㎡ 

延床面積  6,211.94㎡ 

施設規模  鉄筋・鉄骨コンクリート造 地下１階地上８階建 

指定管理者 （株）明日葉 

指定期間  ３年４月１日から８年３月 31日 
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３ 横浜市場プロモーション事業費  1,235 万円（1,355 万円） 
(1) 小学生や子育て世代への食育の推進

場内事業者と連携し、小学生を対象とした出前授業、子育て世代を対象とした調理教室、教

員を対象とした講演会等を実施し、食の大切さや市場の役割を小学生や子育て世代に広く周知

することで、市場で取り扱う生鮮食料品への興味や関心を高めるとともに消費拡大に繋げてい

きます。

(2) イベントの開催

市場の食材を活用した「食」をテーマとするマルシェ等のイベントを開催し、横浜市場から

市場食材の魅力を発信します。また、イベントを通じ、横浜市場の認知度を高め、市場取引の

拡大に繋げるとともに、市場周辺地域の賑わいづくりや市民の皆様が憩い楽しめる空間の創出

にも貢献します。

(3) 横浜市場直送店登録制度の推進

市場と取引のある飲食・小売店等を「横浜市場直送店」として登録し、横浜市場にゆかりの

ある有名人を起用した広報ツールの活用等により広くＰＲすることで、市場取引店舗との取引

拡大や市場ブランドの形成を推進します。

４ 地域等連携推進事業費 150 万円（150 万円） 

横浜南部市場の物流エリアの「水産土曜市」、「水産棟歳末大売出し」、賑わいエリア（食の

専門店街、ブランチ横浜南部市場）の「市場の日」イベント等、市場の特性を生かしたイベント

を実施します。また、観光施設や周辺の商店街等と連携して、地域全体の回遊性の向上を目指し

ます。

５ 市場管理運営費等 《拡充》  30億 2,325 万円（28億 1,510 万円） 

(1) 施設改修・修繕、施設管理委託  11億 7,967 万円（11億 5,697 万円） 

施設改修・修繕 8億 5,057 万円（8億 3,187 万円） 

 清掃その他委託等  3億 2,910 万円（3億 2,510 万円）  

(2) 公債費  6億 3,518 万円（5億 4,108 万円） 

(3) その他 12億 840 万円（11億 1,705 万円） 

  職員人件費     3億 8,086 万円（3億 7,523 万円） 

光熱水費等       5億 5,631 万円（4億 8,518 万円） 

管理事務費等       2億 6,781 万円（2億 5,324 万円） 

集荷・取引等運営   342 万円            （340 万円） 

《参考》６年度２月補正事業（７年度繰越） 

仲卸業者等電気料金負担軽減事業   1,670 万円 

国が実施している負担軽減支援事業及び酷暑乗り切り緊急支援が対象外である中央卸売市場

本場及び南部市場内の事業者の電気料金について、国の支援の値引単価と同額を補助します。 

・対象者：中央卸売市場本場の卸売業者、仲卸業者、関連事業者及び横浜南部市場物流

エリアで卸売等の事業を営む者

・補助額（１kwhあたり）：令和６年８～９月使用分：2.0円、

令和６年 10月・令和７年１・２月使用分：1.3円、令和７年３月分：0.7円
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